
高齢者福祉課

施設整備担当

3260

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B37
介護老人保健施設整備利子補助 民生費 老人福祉費 介護老人保健施設整備利子補助

なし 宣言項目   

分野施策   

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

　なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源

決定額 △3,019 △3,019 46,693

現計額 49,712 49,712

令和 2年度予算見積調書(2月補正予算)
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

社会福
祉費

事 業
期 間

平成 4年度～ 根 拠
法 令令和11年度

　介護老人保健施設の整備を促進するため、医療法人、
社会福祉法人等が独立行政法人福祉医療機構から建築資
金の融資を受けた場合に、その償還利子の一部を補助す
る。
　また、平成25年4月1日以降に独立行政法人福祉医療機
構からの借入れを県内の民間金融機関に借り換えた場合
に、それにかかる償還利子の一部を補助する。

（１）平成11年度以前審査案件分　 
　　　早期完済や利率減による減額　△1,595千円
（２）平成12年度以降審査案件分　 
　　　早期完済による減額　　　　　△1,424千円

（１）事業内容　　
　　ア　平成11年度以前審査案件分(1～3月)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 26,522千円(36施設)
　　　　平成11年度以前に審査した介護老人保健施設の建設に係る福祉医療機構等からの借入金残高の2％相当額、又は
　　　補助対象利子の3/4のうち少ない方の額を補助する。
　　イ　平成12年度以降審査案件分(1～3月)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 23,190千円(14施設)
　　　　平成12年度以降に審査した介護老人保健施設の建設に係る福祉医療機構等からの借入金残高の1.5％相当額、又
　　　は補助対象利子の1/2のうち少ない方の額を補助する。

（２）事業計画　　　
　　　平成16年度審査案件分から新規の補助を廃止しているため、過去の整備分(50施設)に対する補助を継続している。
　　　平成41年度に最後の補助対象法人が完済となり制度終了となる。

（３）事業効果
　　　施設に補助することにより、設置者の負担が軽減され、施設整備の促進が図られている。
      平成29年度   　　　　　96,326千円(56施設)
　　　平成30年度　　　　　　 78,317千円(53施設)
　　　令和元年度（見込み）　 63,725千円(52施設)

（４）その他
　　　平成25年4月1日以降に福祉医療機構等からの借入れを県内の民間金融機関に借り換えた場合は、同様の補助率で
　　利子補助を継続する。

（５）補正予算の概要
　　ア　平成11年度以前審査案件分(1～3月)
　　　　早期完済や利率減による減額。
　　イ　平成12年度以降審査案件分(1～3月)
　　　　早期完済による減額。

 (県10/10)

　9,500千円×0.2人＝1,900千円

補正後の
予算額

― 福祉部 B37 ―
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